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<2002年> 

人口 3,141万人 財政会計年度 ４月～３月

(日本の約１/４) 為替制度 変動相場制

一人当たりＧＤＰ 23,150 ドル 通貨  カナダ・ドル

産業構造(GDP構成比) １次産業  2.1％ 1米ドル＝1.57カナダ・ドル

２次産業  25.9％ 面積 998.5万k㎡ (日本の約26倍)

３次産業  72.0％
 

 経済成長率

-4

-2

0

2

4

6

8

65 70 75 80 85 90 95 00

(前年比、％）

(年)

(82)
(93)

(94)

外
国
投
資
審
査
法
成
立

(74)

国
家
エ
ネ
ル
ギ
ー

計
画
成
立

カ
ナ
ダ
自
主
憲
法
成
立

カ
ナ
ダ
投
資
法
成
立

(85)

(89)

ク
レ
テ
ィ

エ
ン
政
権
成
立

 02

Ｎ
Ａ
Ｆ
Ｔ
Ａ
発
効

米
加
自
由
貿
易
協
定
発
効

<カナダ経済のこれまで>
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＜2002年の経済＞ 

2002年のカナダ経済は2001年後半からの景気回復が拡大に転じ、前年比3.4％の成長となった。

特に１～３月期から７～９月期までの成長率はいずれも年率３％を超える高い伸びを示した。

この成長を支えた要因としては、個人消費と住宅投資を中心にした強い国内需要が挙げられる。

この成長に伴って、雇用者数も着実な伸びを示した。しかし、10～12月期には輸出が大幅に減

少したことなどの影響を受け、成長率が年率1.6％と緩やかな伸びになった。他方、成長が鈍化

するなかで、消費者物価上昇率が2002年10月以降インフレ・ターゲットの目標レンジ１～３％

を超えて推移した。消費者物価上昇率は2003年に入っても前年同月比３％を大幅に超えて推移

しており、これはエネルギー価格のみならず、運輸サービス価格等の上昇によるものである。 

 



90年代 2001年 2002年

（91～00年) 政府 ＯＥＣＤ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 2.9 1.5 3.4 3.2 2.7 2.8 実質ＧＤＰ

  個人消費 同上 2.4 2.6 2.9 ― 2.8 3.0

  民間投資 同上 3.4 0.4 1.6 ― 3.4 4.4 平均

鉱工業生産 同上 ― ▲ 3.4 2.1 ― ― ― 3.0

消費者物価 同上 2.0 2.6 2.2 ― 3.7 3.1 最大

失業率 ％ 9.4 7.2 7.7 7.3 7.3 7.6 3.4

経常収支 億米ドル ▲ 75.0 194.0 110.2 ― ― 127.0 最小

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 1.3) ( 2.8) ( 1.5) ― ( 2.0) ( 1.6) 2.5

財政収支 億米ドル ▲ 125.7 57.5 ― ― ― （23社）

(ＧＤＰ比、年度) ％ (▲ 2.2) ( 0.9) ― ( 1.1) ( 1.4)

政府債務残高 億米ドル 4,350 4,030 ― ― ―

(ＧＤＰ比、年度末) ％ ( 71.2) ( 57.1) ― ― ( 52.7)
(出所) カナダ統計局。ただし財政収支及び政府債務残高は"Fiscal Reference Tables"(2002年10月)、
       政府見通しはカナダ財務省"Budget 2003"(2003年２月）、国際機関の見通しはOECD"Economic Outlook"
　　　(2003年４月）、 IMF"World Economic Outlook"(2003年４月）による。

(注) １．政府見通しの実質ＧＤＰは、政府が発表した民間機関見通しの平均。
　　 ２．OECD、IMF見通しの民間投資は、総固定資本形成。
　　 ３．OECD、IMF見通しの財政収支、IMFの政府債務残高は暦年。
　　 ４．財政収支の実績値は中央政府、見通しは一般政府。

　　 ５．政府債務残高の実績値は中央政府のグロス値、見通しのIMFは一般政府のネット値。

カナダの主要経済指標
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＜2003年の経済見通し＞ 

 2003年は３％程度の比較的堅調な成長が見込まれる（IMF見通し2.8％（2003年４月）、民間機

関23社の平均3.0％（2003年４月時点））。民間機関見通しは、半年前（2002年10月時点3.4％）

に比べて下方修正されている。 

成長を支える要因としては、堅調な消費や投資などの内需と、アメリカ経済の回復による輸

出の増加等が挙げられる。 

下方リスクとして、アメリカ経済の回復力が弱まる場合、輸出が減少する恐れがある。 

 

＜財政金融政策の動向＞ 

 94年度から本格的な財政再建に取り組んだカナダ政府は、2003年２月に公表した2003年度の

予算案でも97年度以降連続となる均衡予算を組んでおり、今後も均衡予算を続けていくとして

いる。2003年度予算案では歳出が2.8％増の1,807億カナダ・ドル、歳入が3.4％増の1,847億カ

ナダ・ドルとなる見込みである。 

カナダ中央銀行は、2002年７月に0.25％ポイントの利上げを行って以降、地政学的リスクに

よる不透明感の増大等から金利を据え置いていた。しかし、消費者物価上昇率が2003年１月に

前年同月比4.5％となるなど高い上昇を続けたことから、３月４日に金利を0.25％ポイント引き

上げ、オーバーナイト金利を3.00％とした。 

その後、地政学的リスクの減少と原油価格の下落といった国際経済環境の改善を受けて、４

月15日に金利をさらに0.25％ポイント引き上げ、オーバーナイト金利を3.25％とした。 
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